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研究要旨 

【目的】愛知県東海市では，地域住民の交流を促進し健康行動を増進することを目的とした

多目的交流施設「健康交流の家」が開設されている。市内4カ所目となるA地区の健康交流の

家は，児童館を合築しており，多世代交流を含めた交流の活性化が期待されている。本研究

は，健康交流の家の利用による高齢者の社会参加，世代間交流および健康指標の変化を検証

することを目的とした。【対象と方法】A地区在住の65歳以上の全高齢者（要介護認定者を除

く）を対象とし，2016年12月および2018年12月に，郵送法にて自記式質問紙調査による追跡

調査を実施した。主な調査項目は，健康交流の家の利用状況，社会参加の状況，主観的健康

感，活動能力であった。本研究では，対象者のうち，2時点において有効回答の得られた276

名を分析対象とした。【結果】対象は，男性128名（46.7%），女性146名（53.3%），平均年

齢75.1±6.0歳（2018年時点）で，健康交流の家を定期的に利用している者（月1回以上，定

期的利用群）は，40名（14.5%）であった。2年間の社会参加および健康指標の変化を分析し

たところ，定期的利用群は非利用群に比べて，ボランティアの会・スポーツの会に参加する

機会，世代間交流の機会が増加するとともに，主観的健康観，生活機能といった健康指標が

有意に維持・改善していた。【考察】世代間交流は，高齢者の生きがいやネットワークづく

りなどに有効であることがわかっており，児童館を合築した高齢者の交流活性を目的とした

健康交流の家の設置は，まちづくりによる一次予防に寄与できる可能性が示唆された。 

A. 研究目的 

 世代間交流は，高齢者と子どもを含む多世代

間に意味ある関係性を生じさせ，双方の良好な

状態を強化すると報告されており 1)，さらに，

地域における高齢者の交流活性は運動機能や認

知機能などの維持・向上に関連していることが

報告されている 2)-5)。しかし，どのようなアプ

ローチが効果的に高齢者の世代間交友を含む地

域での交流を活性化し，機能障害を予防できる

のかといった介入に関する知見は未だ十分に明

らかとなっていない。 

愛知県東海市では，地域住民の交流を促進し

健康行動を増進することを目的とした多目的交

流施設である「健康交流の家」が開設されてい
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る。健康交流の家は，「東海市立敬老の家の設

置及び管理に関する条例」をもとに，従来より

整備されてきた敬老の家（老人憩いの家）を交

流促進と健康増進の機能を備えた施設として整

備が進められおり，さらに，異なる機能を持つ

施設と合築する形で整備が進められている。市

内 4カ所目となる A地区の施設では，児童館が

合築され，多世代交流を含めた交流の活性化が

期待されている。 

A地区の健康交流の家は，1階に交流促進スペ

ースがあり，地域住民が自由に利用でき，そこ

では地域のボランティアスタッフが，手頃な価

格でコーヒーや紅茶などを提供してくれる。ま

た，2 階の健康増進スペースは，体育館と同じ

ような床面構造となっており，軽い運動や体操，

スポーツや趣味の会などが実施できるようにな

っている。そして，児童館の機能は，1 階に遊

戯室やキッズルームを設置し，壁面には，クラ

イミングウォールを設けるなど，子どもが好奇

心を引き出す場となっている。また，2 階は図

書館として，絵本の読み聞かせなどができると

ともに，健康増進スペースと併設されているた

め，子どもから高齢者までが交流できる場とも

なっている。 

 このように，世代間交流を含めた交流活性を

目的とした本施設の利用に伴う高齢者の社会活

動の増加，健康状態の維持・増進の効果が得ら

れれば，健康交流の家は，まちづくりによる一

次予防に効果的なアプローチと考えることがで

きる。そこで，本研究は，健康交流の家の利用

による高齢者の社会活動，世代間交流，主観的

健康感，活動能力の変化を検証することを目的

とした。 

B. 研究方法 

A地区の65歳以上の全高齢者（要介護認定者を

除く）を対象とした。2016年12月および2018年

12月に，郵送法にて自記式質問紙調査による追

跡調査を実施した。本研究では，対象者のうち，

有効回答の得られた276名を分析対象とした。 

主な調査項目は，健康交流の家の利用状況，

社会活動の状況（外出する機会，友人・知人と

会う機会，ボランティアの会に参加する機会，

スポーツの会に参加する機会），世代間交流，

主観的健康感，活動能力（老研式活動能力指標）

6,7)であった。活動能力は，手段的ADL(交通機関

を使っての外出，買い物，食事の準備，請求書

の支払いなど)，知的能動性（書類を書く，新聞

を読む，本・雑誌を読むなど），社会的役割（友

人への訪問，家族や友人からの相談，病人のお

見舞いなど）の項目からなり，本研究では，手

段的ADL，知的能動性，社会的役割，活動能力（総

得点）の4つの指標で評価した。 

分析方法は，健康交流の家の利用と2016年か

ら2018年にかけての社会活動，世代間交流，健

康指標の変化との関連を検証するため，t検定ま

たは一元配置分散分析を実施した。 

（倫理面への配慮） 

 倫理的配慮は，疫学研究に関する倫理指針に

則り，千葉大学および浜松医科大学の倫理委員

会による審査を受け，研究の趣旨等を文書によ

り対象者に説明し，同意の得られた方から返送

いただいた。 

C. 研究結果 

1. 健康交流の家の利用状況および対象属性

1) 健康交流の家の利用状況（表 1）

 健康交流の家を月 1回以上利用している利用

群は 40名（14.5%）であり，週 1回未満の利用

を非利用群とみなすと 236名（85.5%）であった。 

表 1. 健康交流の家の利用状況 

N (%) 

週 4回以上 5 1.8 

週 2-3回 14 5.1 
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2) 対象属性と健康交流の家の利用状況（表 2） 

 年齢では，利用者に 75歳以上の割合が高い傾

向がみられた。一方，年齢，家族の同居，収入，

教育歴，就労の有無，健康交流の家と自宅との

距離については，属性による利用群と非利用群

の割合の差はみられなかった。 

表 2. 対象属性と健康交流の家の利用状況 

非利用群 

(月 1回未満) 

n=236 

利用群 

(月 1回以上)  

n=40 

N (%) N (%) p 値 

性別 

女性 129 88.4% 17 11.6% .406 

男性 117 91.4% 11 8.6% 

年齢 

65-74歳 139 92.7% 11 7.3% .067 

75歳以上 103 85.8% 17 14.2% 

家族の同居 

あり 187 89.9% 21 10.1% .766 

なし（独居） 52 91.2% 5 8.8% 

収入 

200万円未満 62 88.6% 8 11.4% .612 

200-400万円 86 89.6% 10 10.4% 

400-600万円 38 84.4% 7 15.6% 

600万円以上 31 93.9% 2 6.1% 

教育歴 

9年以下 87 91.6% 8 8.4% .722 

10-12年 103 89.6% 12 10.4% 

13年以上 57 87.7% 8 12.3% 

就労の有無 

なし 155 87.6% 22 12.4% .153 

あり 62 93.9% 4 6.1% 

施設との距離 

5分以内 46 90.2% 5 9.8% .224 

6-10分以内 47 75.8% 15 24.2% 

11-15分以内 23 85.2% 4 14.8% 

16分以上 23 85.2% 4 14.8% 

無回答を除く 

2. 健康交流の家の利用と社会参加および世代

間交流の変化との関連（図 1） 

 健康交流の家の利用と 2016年から 2018年に

かけての社会参加，世代間交流の変化との関連

をみたところ，定期的な利用群は非利用群に比

べ，ボランティアの会に参加する機会（p<.001），

スポーツの会へ参加する機会（p=.001），世代

間で交流する機会（p=.026）が増加している傾

向がみられた。 
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図1. 健康交流の家の利用と社会参加および世代間

交流の変化

減少・維持 増加

［スポーツの会へ参加する機会］

［外出する機会］

［世代間で交流する機会］

［友人と会う機会］

p =.794

p <.001

p =.026

p =.662

[ボランティアの会に参加する機会]

p =.001

週 1回 9 3.3 

月 1-3回 12 4.3 

年に数回 12 4.3 

利用していない・不明 224 81.2 

合計 276 100.0 
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3. 健康交流の家の利用と主観的健康感および

活動能力の変化との関連（図 2） 

 健康交流の家の利用と 2016年から 2018年に

かけての主観的健康感および活動能力の変化と

の関連をみたところ，定期的な利用群は非利用

群に比べ，主観的健康感（p=.008），活動能力

全般（p=.059）が維持・改善している傾向がみ

られた。 

D. 考察 

 本調査では，定期的な利用群は非利用群に比

べて，ボランティアの会・スポーツの会に参加

する機会，世代間交流の機会が増加するととも

に，主観的健康観，生活機能といった健康指標

が有意に維持・改善していた。 

 ボランティアの会・スポーツの会への参加と

いった社会活動の参加は，社会的な交流や支え

合いの機会が増えることで，要介護状態の予防

や，認知症の発症を抑制することが報告さてい

る8-11)。さらに，A地区の健康交流の家は，児童

館が合築されており，世代間交流が増加したと

考えられる。世代間交流は，高齢者の生きがい

づくり，ソーシャルサポートやネットワークづ

くり，地域への愛着などに有効であることがわ

かっている12-14)。 

 本研究では，認知機能障害や要介護状態の予

測因子15)である主観的健康感や活動能力の向上

がみられ，人々の交流活性を目的とした健康交

流の家の定期的な利用は，高齢者の社会活動や

世代間交流といった交流活性を通じて，主観的

健康感や活動能力を維持・改善させたと考えら

れた。 

E. 結論 

 本研究は，児童館を合築した健康交流の家の

利用による 2年間の健康指標の変化を検証し，

高齢者の社会活動，世代間交流の機会の増加，

主観的健康観，生活機能といった健康指標の維

持・改善がみられた。世代間交流は，高齢者の

生きがいづくりなどに有効であることがわかっ

ており，世代間交流を含めた，高齢者の交流活

性を目的とした健康交流の家の設置は，まちづ

くりによる一次予防に寄与できる可能性が示唆

された。 
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